
北海道クリーン農業推進計画（第８期）素案について

○化学肥料や農薬の使用量は減少、近年減少幅が縮小

○気候変動 ○資材価格の高騰 ○一戸あたり経営面積の増

○スマート農業技術の普及 ○クリーン農産物の需要増

新たな「食料・農業・農村基本法」

→「環境と調和のとれた食料システムの確立」

→「食料の安全保障の確保」

「みどりの食料システム戦略」

→「生産力の向上と持続性の向
上を技術革新で実現」

取り巻く情勢の変化

■クリーン農業の概念図
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■単位面積当たりの農薬と主要肥料出荷量の推移（H3を100）

H15年 R5年
17.2ha 34.0ha

第８期計画素案第８期計画策定にあたって頂いた主な意見

Ⅰ 北海道クリーン農業推進計画（第８期）につい

て

Ⅱ クリーン農業について

１ クリーン農業の定義

２ クリーン農業の環境負荷低減効果等

Ⅲ クリーン農業の現状と課題

Ⅳ 施策の推進方針と展開方向

１ 安定生産と環境負荷低減の両立

■ 道総研と連携したクリーン農業技術の開発

■ スマート技術を活用した作業の省力化と精密化

■ 技術導入により係る経費と収入との調和が必要

２ クリーン農業に対する理解醸成

■ クリーン農業に取り組む意義やクリーン農産物を購入

することで環境負荷の低減に貢献することについて

の理解醸成

３ YES!clean表示制度や特別栽培農産物表示

制度の推進

■ 生産者が選択できる多様なクリーン農業の推進

４ 有機農産物の生産拡大

■ 有機農産物への需要に応える生産を推進

５ クリーン農産物の販路拡大

■ 輸出先国の農薬残留基準に対応できる産地づくり

■ 必要な認証の取得を推進

Ⅴ 計画推進のための各段階の取組

・経営にも寄与する安定した
生産と環境負荷の低減に
着目しつつ、スマート農業
技術の活用についても記
述

・クリーン農業に対する理解
醸成の必要性を記述

クリーン農産物の販路拡大
に着目し、輸出について記
述

本道独自の取組である
YES!cleanや、特別栽培の推

進など、多様なクリーン農業
の展開を記述

■生産量を落とさずに環境負荷を低減するに

はスマート農業技術が必要

■クリーン農業も経済的なメリットが必要

■関係者等の理解を得ながら価格や価値を理

解して貰うことが必要

□化学肥料や農薬を更に低減するためには新

たな技術開発が必要

□YES!cleanから特別栽培等への移行も見られ、

個々の経営や考え方に沿ったクリーン農業の

推進が必要

□国内外の環境負荷低減推進への流れを鑑み

他の品目への取組拡大を期待

□環境保全型農業の推進に当たっては、クリー

ン農産物の需要喚起を図っていくことが重要

など

など

など

など

など

■：安全・安心委員会での意見
□：地域意見交換会での意見

■クリーン農業の意義や価値の共有が重要

□化学肥料や農薬の最小限の使用と安定生産

の両立について、生産者と消費者、双方に理

解醸成が必要

クリーン農業に取り組む意
義や環境負荷低減効果及び
経済的な効果等について改
めて明確に記述

策定の方向性
安全・安心委員会や地域意見交換会での

主な意見

北海道有機農業推進計画
に基づき有機農業を推進
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■肥料（りん安）の輸入価格の推移（R2年3月を100）

■１戸当たり経営面積の増（ｈａ）

■日本の年平均気温の経年変化
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